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概要1
　本調査は、小・中・高等学校等の教員養成を目的と
する国立の教員養成大学・学部（44 大学）の教員養成
課程を卒業した者及び国私立の教職大学院（54 大学）
を修了した者（現職教員の学生を除く）について、令和
７年3月に卒業及び修了した者の就職状況を取りまとめ
たものである（令和７年9月末現在）。

国立の教員養成大学・学部の
令和７年3月卒業者の就職状況
等について（資料１・２，参考１・２）2

　
○調査結果概要
　全体の実質教員就職率（卒業者数から大学院等への
進学者と保育士への就職者を除いた数を母数とした場
合）は、70.7％で、前年度の 69.0％から増加となって
いる。
• 卒業者数は10,917人で、前年度に比較して42人減少
• 教員就職者数は 6,916人で、前年度に比較して 109

人増加
• 大学院等への進学者数と保育士への就職者数の合計

は 1,128人で、前年度に比較して 37人増加

○調査結果に係る分析
　令和７年３月卒業者の教員就職率は、５年続けて増加。
令和７年３月卒業者における実質教員就職率の増加は、
全体の半数以上の26大学で実質教員就職率が向上した
ことによるものである。
　教員就職率が増加した大学・学部においては、 ①教

育委員会・現職教員と連携した教職の魅力発信機会や
学校体験活動によるモチベーションの向上、②実習先と
の連携のもと教育実習での指導内容やフォロー体制の
充実、③学校体験活動や教育実習へのフォロー体制の
確保、④採用試験の早期化にも対応した教員採用試験
対策や不合格者への面談等のフォローアップに係る指導
体制・支援体制の強化、といった取り組みを実施してい
たとの報告があった。

国私立の教職大学院の
令和７年3月修了者の就職状況
等について（資料３・４，参考３）3

　
○調査結果概要
　全体の教員就職率は 89.8％で、前年度の 87.8％か
ら 2.0 ポイント増加。
• 現職教員学生を除く修了者数は 1,249人で、前年度

に比較して 37人増加
• 現職教員学生を除く修了者数のうち、教員就職者数

は 1,121人で、前年度に比較して57人増加

○調査結果に係る分析
　教員就職率は９割程度の高い水準を維持している。
　実務家教員及び指導教員を中心として、早くから教員
就職の担当部署と連携する等のキャリア支援、教員採
用試験不合格者へのフォローアップ等組織的な取組が
教員就職率の高水準に寄与していると考えられる。
　なお、教職大学院には、教育行政職を対象としたコー
ス等もあり、当該コース修了者は教師にならないため教
員就職率は 100％にはならない状況がある。また、教
職大学院での学びを経て、大学教員、教育や ICT 分野
の民間企業職員等、教育関連の職に就いている者も散

国立の教員養成大学・学部及び
国私立の教職大学院の就職状況等について

［調査・統計］◆資料◆
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見される状況である。

分析を踏まえた今後の対応4
　教員就職率については、直近10年程度減少し続けて
いたところ、令和３年度以降は、各教員養成大学・学部
等における努力や取組により、増加傾向に転じている。
　一方、昨今の教員採用試験の倍率低下や「教師不足」
の状況を受け、国立の教員養成大学・学部への期待は
非常に高まっている。
　我が国の教員養成の中心的役割を果たすべき国立の

教員養成大学・学部においては、引き続きその使命や
目標に照らし教員養成に取組むとともに、成果が得られ
ている大学を参考にする等、更なる教員養成の取組が
求められる。また、教員養成フラッグシップ大学による
先導的な実践も参考に、教員養成大学・学部、教職大
学院における教員養成の高度化・機能強化を推進して
いく。
　令和６年度より新規に始まった「地域教員希望枠を活
用した教員養成大学・学部の機能強化」事業も活用し、
引き続き教員就職率の向上を促すとともに、大学と教
育委員会が連携・協働し、地域が求める質の高い教師
の継続的・安定的な養成・確保を推進していく。

（ 資  料  １ ）

国立の教員養成大学・学部（教員養成課程）の令和７年３月卒業者の就職状況

１．調査概要
①　調査対象　国立の教員養成大学・学部（教員養成課程） ４４大学
②　調査時点　令和7年９月３０日現在
③　調査内容　令和7年３月卒業者の教員就職状況

２．調査結果の概要
• 実質教員就職率（卒業者数から大学院等への進学者と保育士への就職者を除いた数を母数とした場合）

７０．７％（前年比１．７ポイント増加）
• 教員就職率（すべての卒業者数を母数とした場合）６３．４％（前年比１．３ポイント増加）

（単位：人） （単位：%、P）

区　分

就　　　職　　　者

大 学 院
等 へ の
進 学 者

未就職者 卒 業 者
（計 ）

実質教員就職率
（卒業者数から
大学院等への進
学者と保育士へ
の就職者を除い
た数を母数とし
た場合）

教員就職率
（すべての卒業
者数を母数とし
た場合）

教 　 員 就 　 職 　 者
保育士へ
の就職者

教 員・ 保
育 士 以
外 へ の
就 職 者

正 　 規
採 　 用

臨 時 的
任 　 用

令和 7 年
３月卒業者 6,916 5,527 1,389 152 2,553 976 320 10,917 70.7 63.4

令和 6 年
３月卒業者 6,807 5,290 1,517 163 2,704 928 357 10,959 69.0 62.1

増  減 +109 +237 △ 128 △ 11 △ 151 +48 △ 37 △ 42 +1.7 +1.3

（注）
１．各年の９月末までの状況を取りまとめたものである。
２．「教員就職者」とは、国公私立の幼稚園、幼保連携型認定こども園、小・中・義務教育・高等・中等教育・特別支援学校（養護教諭及び栄養

教諭を含む）、在外教育施設のうち、文部科学大臣から、国内の小学校、中学校、若しくは高等学校と同等の教育課程を有する旨の認定をう
けた「日本人学校」及び「私立在外教育施設」に採用された教員として就職した者の数である。

３．「臨時的任用」とは、臨時的に病休、産休、育児休業などの代替教員等として任用された者の数である。
４．「保育士」とは、保育所及び認定こども園（幼保連携型を除く）への就職者の数である。
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（ 資  料  2 ）

令和7年３月卒業者の大学別就職状況［教員養成課程］
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（ 参  考  1 ）　

国立の教員養成大学・学部（教員養成課程）卒業者の教員就職状況
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（ 参  考  2 ）　

国立の教員養成大学・学部（教員養成課程）卒業者数等の推移
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（ 資  料  3 ）　

国私立の教職大学院の令和7年３月修了者の就職状況
１．調査概要

①　調査対象　５４教職大学院（国立４７大学、私立７大学）
②　調査時点　令和7年９月 30 日現在
③　調査内容　令和7年３月修了者（現職教員学生を除く）の教員就職状況

２．調査結果の概要
• 修了者数は 2,044 人で、うち現職教員学生を除く修了者数は１，２49 人。
• 現職教員学生を除く修了者のうち教員に就職した者（臨時的任用を含む）は１，121人で、教員就職率は８9．８％
　（前年比 2.0ポイント増加）。

( 参考 )　  令和  6 年３月　87．8％
令和  5 年３月　90．4％
令和  4 年３月　92．3％
令和  ３年３月　９１．０％
令和  ２年３月　９５．５％
平成３１年３月　９１．３％
平成３０年３月　９３．７％
平成２９年３月　９１．７％
平成２８年３月　９０．３％
平成２７年３月　９１．６％
平成２６年３月　９４．４％
平成２５年３月　９３．０％
平成２４年３月　９２．７％
平成２３年３月　９０．４％
平成２２年３月　９０．０％

（単位：人） （単位：%、P）

区　分

就　　　職　　　者
大 学 院 等 へ
の 進 学 者 未 就 職 者

現職教員
学生を除く
修了者（計）

教員就職率教　員 就　職　者
教 員 以 外
へ の 就 職 者正 　 規

採 　 用
臨 時 的
任 　 用

令和 7 年
３月修了者 1,121 937 184 92 17 19 1,249 89.8

令和 6 年
３月修了者 1,064 867 197 103 10 35 1,212 87.8

増  減 ＋ 57 ＋ 70 △ 13     △ 11 ＋ 7 △ 16 ＋ 37 +2.0

（注）
１．各年の９月末時点の状況を取りまとめたものである。
２．「教員就職者」とは、国公私立の幼稚園、幼保連携型認定こども園、小・中・義務教育・高等・中等教育・特別支援の各学校の教員（養護教

諭及び栄養教諭を含む）として就職した者の数である。
３．「臨時的任用」とは、臨時的に病休、産休、育児休業などの代替教員等として任用された者の数である。
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（ 資  料  4 ）　

令和7年３月修了者の教職大学院別就職状況（現職教員学生を除く）
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（ 参  考  3 ）　

国私立の教職大学院修了者の教員就職状況

○教職大学院修了者の教員就職状況の推移

単位：人、％

修 了 年 平成
22 年

平成
23 年

平成
24 年

平成
25 年

平成
26 年

平成
27 年

平成
28 年

平成
29 年

平成
30 年

平成
31 年 

（令和元年）
令和
２年

令和
３年

令和
４年

令和
5 年

令和
6 年

令和
7 年

修 了 者 数 530 709 732 734 765 752 758 838 1,176 1,274 1,353 1,575 1,766 1,816 2,024 2,044

現 職 教 員
学生を除く
修 了 者 数

231 324 357 372 427 416 404 445 601 654 692 826 969 1,050 1,212 1,249

教 員
就 職 者 数   208 293 331 346 403 381 365 408 563 597 661 752 894 949 1,064 1,121

（正規採用者数）（146）（207）（250）（240）（297）（251）（255）（289）（417）（457）（501）（587）（680） (753) (867) (937)

教 員
就 職 率 90.0 90.4 92.7 93.0 94.4 91.6 90.3 91.7 93.7 91.3 95.5 91.0 92.3 90.4 87.8 89.8

○教職⼤学院修了者の教員就職状況


